
住宅の用途以外の用途に供する部分を有するものであるため、施行規
則第４条第２号の「共同住宅等」に該当する。

長期優良住宅建築等計画に含まれる計画
の範囲は何か。 申請書、添付図書及びその他の提出図書の内容のすべてが計画に含ま

れる。また、法第６条第２項の規定により、確認の申請書を提出した場合
には、当該確認の申請書の内容も計画に含まれる。

申請をした後であれば着工することできるが、着手後に不認定等になっ
た場合には再度申請はできないため、注意が必要である。

認定を申請できるのは「建築しようとする者」であることから、建築工事に
着手する前に申請する必要がある。

建築確認を認定申請前に得ておくことは可能である。また、確認済証の
有無によらず認定の申請は可能である。

法第６条第４項で準用する建築基準法第１８条第３項に、「当該通知に係
る建築物の計画が建築基準関係規定に適合するかどうかを審査する」と
あるが、この場合、当該通知に係る建築物とは、通知した「住宅」に係る
建築物全体（１棟）を指すものであり、建築確認としては、建築物全体（１
棟）の審査をし、確認済証を交付することになる。（建築確認本来の取扱
いによる）
従って、複合用途の建築物や、共同住宅のうち、一部だけの申請であっ
ても、法第6条第2項の申し出をすることは可能である。

複数住戸のあるマンションの場合は、まと
めて申請書を作成してよいのか。まとめて
申請した場合、認定書の発行単位はどう
なるのか。

必要に応じて，まとめて申請することができる。
認定書の発行単位は住戸単位になる。

認定の申請はいつまで可能か。

認定が下りないと着工できないのか。

第1号様式の第３面を住戸ごとに作成すれば、その他の面は同時に申請
する申請書のうちいずれかの申請書について作成し、他の申請書につい
ては作成を省略（１棟又は複数の住戸について１部）することができる。
ただし、申請件数は賃貸の場合であっても住戸ごとに数える。

契約締結をもって譲受人の決定とする。
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法第６条第５項により、長期優良住宅建築
等計画は、確認済証の交付があったもの
とみなされるが、当該建築物の住宅以外
の部分についても、確認済証の交付が
あったものとみなすのか。

長期優良住宅建築等計画は、法第６条第２項において「住宅の建築に係
る部分に限る。」とされているところであるが、建築基準法第６条第１項に
規定する建築基準関係規定への適合性審査にあっては、住宅以外の部
分も含めた建築物の計画が審査の対象となっているため、当該建築物
の計画について確認済証の交付があったものとみなされる。

建築基準関係規定に係る部分のみを審査する。

併用住宅は、施行規則第４条各号のどち
らに該当するのか。

法第６条第２項に基づく申し出をした場合
に提出する建築基準法第６条第１項に規
定する確認の申請書の宛先及び申請書に
記載されている申請書の内容はどうなる
のか。

建築基準法第６条第１項の規定による確認の申請書の様式をそのまま
用いる。（宛先は建築主事のままとなる）

建築確認を認定申請前に得ておくことは可
能か。また、法第6条第2項以外の場合に
おいて、申請前に建築確認を得ておく必要
があるか。

長期優良住宅建築等計画は、住宅の用に
供する部分に限られているが、複数の用
途で併用している場合などでは、法第6条
第2項の申し出はできないのか。

法第６条第２項に基づく申し出を受けた場
合に着工した住宅の中間検査、完了検査
では、認定基準に係る部分の検査もする
のか。

建築主と管理者が同一の賃貸住宅の場
合、各住戸ごとに申請書の各面が必要に
なるのか。

法第９条の譲受人の決定したときとはどの
時点か。

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10



法第５条第２項又は第３項の申請においては販売（予定）価格での記載
も可能と考える。

原則、含まれる。ただし、譲受人に当該住宅が引き渡され、分譲事業者
に所有権がなくなるなど、分譲事業者に建築及び維持保全の権原がなく
なった場合においては、自動的に分譲事業者は認定計画実施者から除
外される。その場合、その後の手続きは、譲受人は分譲事業者と共同で
申請をする必要はない。

建築に要する費用には、販売（予定）価格
も含まれると判断してよいか。

法第５条第２項の規定に基づく申請をし、
譲受人が決定した場合、分譲事業者は認
定計画実施者に含まれるのか。
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長期優良住宅建築等計画に含まれている内容であって、軽微な変更に
該当しない場合は変更扱いとなる。

申請・審査は、住戸単位を原則としつつ、住棟（建築物）単位で審査する
ことが必要な項目は住棟（建築物）単位で行われることから、敷地に存す
る当該建築物以外の建築物がある場合においては、同一敷地であって
も審査の対象にならない。

住宅を含む棟で住宅以外の用途部分（機
械室、複合用途建築物など）に変更が生じ
た場合は変更認定対象となるのか。

１の敷地に複数の建築物がある場合、申
請・審査はどのようにまとめられるか。
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